





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































事件名 判決年月日 決定ないし判決 原告等 被告等 判旨
⑭ 「土地収用法20条３号の文言が…きわめて抽象的…公共事業をどのように行うのか
ということ自体は，政策的判断を伴うものであり，本来的に行政権に属する事柄
であって…事業認定庁にある程度広い裁量権が与えられている…事業認定庁は…
社会に様々な価値観が存在することを自覚し…多くの情報を入手し，広く意見を
集積し…時代状況の趨勢を踏まえて，その利益の優劣を決するべきものといえる。」
⑮ 「本件起業地が本件各申請事業に供されることによって得られる公共の利益は，
…この利益を大きなものと評価する価値観が社会において支配的である…ことを
考慮すれば，これと失われる利益（…自然環境保護の観点からみれば重大な不利
益である。）とを総合的に比較衡量した結果，前者が後者に優越すると判断する
ことは，ひとつの価値判断として一応の合理性があると認め得るものである。」
東九州
自動車
道事業
認定取
消請求
事件
福岡地判平
成28年 １ 月
25日 LEX/
DB2552275
原告らの訴えを
却下又は棄却
土地所有
者等
国土交通
大臣
① 「法20条３号…得られるべき公共の利益と…失われる私的な利益及び公共の利益
を比較衡量した結果として，前者が後者を優越する場合に，当該事業は上記の要
件に該当する」
② 「本件環境影響評価…の結果が欧州の夜間騒音ガイドラインの値を超えるもので
あったとしても，騒音に対してどの程度の厳しい環境基準を設定すべきかは一定
の政策的判断を含む問題であり…直ちに日本の環境基準が明らかに不合理であっ
て見直しを必要とするものであるとは認められず，本件起業者及び処分行政庁が
…騒音が環境に与える影響は軽微であると判断したことが不合理であるとは認め
られない。」
③ 「得られる公共の利益は多大であるといえる。…失われる利益は…大気質，騒音
及び振動等の主要項目につき，いずれも環境保全目標を満足しており，その影響
は軽微なものにとどまる…本件事業によって得られる公共の利益と失われる諸利
益を比較衡量した結果として，前者が後者を優越するとした判断したことには一
定の合理性があ」る。
